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第９９回（令和７年度）草津市障害児(者)自立支援協議会 全体会議                      

                とき   令和７年５月１４日（水）午前 9：30～ 

                                 ところ  草津市役所 2階 特大会議室 

開会 あいさつ  草津市健康福祉部 黒川部長                                                                    

 

Ⅰ. 自立支援協議会について                             （P1～6） 

・障害児(者)自立支援協議会について                                   P３   資料.１ 

・草津市障害児(者)自立支援協議会設置要綱及び構成図                    P４   資料.２ 

・構成機関名簿 ・ 新規事業所の紹介                                    P６    資料.３ 

・湖南圏域障害児（者）自立支援協議会、滋賀県障害者自立支援協議会構成図 P１２   資料.４  

 

Ⅱ．活動報告                              （P7～39） 

１．  令和６年度 草津市障害福祉の主なとりくみ、令和７年度予算概要等について                       

⑴ 令和 6年度草津市障害福祉の主な取り組みについて                      P１４  資料.５ 

⑵ 発達支援センター                                                    P２８  資料.６ 

⑶ 地域生活支援センター 風                                            P2９  資料.７ 

⑷ 働き・暮らし応援センター りらく                                        P３４  資料.８ 

⑸ 令和 7年度草津市障害福祉の取り組み及び予算概要について             P４１  資料.９ 

 

２．草津市障害児（者）自立支援協議会 

⑴ 全体会議・定例会議・研修会（第９３回～９８回）                            P４３  資料.１０ 

⑵ 部会等の報告 

㋐相談支援部会                                                   

㋑子ども支援部会                                                   P４８  資料.１１ 

・放課後等デイサービス事業所連絡会                                                    

・医療的ケア児の会議                                              

・障害児相談支援事業所連絡会                                          

⑶ 課題別懇談会                                                      

・「にも包括」の推進のための検討会 

＊精神障害者の実態にかかるアンケート調査                         P５１  資料.１２ 

・生活介護事業所における行動障害を呈する人の支援者検討（懇談会） 

・重心（医療的ケアを含む）障害児者の入浴機会の向上懇談会                              

・移動支援や日中一時支援事業の実態を把握からの検討（懇談会） 

        ・グループホーム設置事業者懇談会              

・地域生活支援拠点整備事業推進のための検討会   

       

3． その他 

    （１）入浴機会の少ない方の支援に関する要望・提言書                       P5８  資料.１３ 

        ＊草津市の回答                                                    P６２  資料.１４ 

    （２）児童発達支援にかかる要望書                                        P６３  資料.１５ 

        ＊草津市の回答                                                   P6４  資料.１６ 

 
参考：詳細資料のあるものは下線がついています。

河川がついているのは資料 
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Ⅲ．令和７年度 活動予定（案 

⑴ 草津市障害児（者）自立支援協議会                                  P6６  資料.１７ 

⑵ 草津市障害児（者）自立支援協議会 運営会議 

⑶ 相談支援部会 

                                                  

 

Ⅳ． 草津市新規事業の案内                                                P６７  資料.１８ 

 

 

Ⅴ.  事業所・活動紹介（パンフレット等の配布）                                P６８  資料．１９ 
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草津市障害児（者）自立支援協議会について 
 

Ⅰ．協議会の設置・法的根拠 
（障害者総合支援法 第８９条の３） 

地方公共団体は、単独又は共同して、障害者等への支援の体制の整備を図るため、関係機関、関係団

体並びに障害者等及びその家族並びに障害者等の福祉、医療、教育又は雇用に関連する職務に従事す

る者その他の関係者により構成される協議会を置くように努めなければならない。 

 

２．前項の協議会は関係機関等が相互の連携を図ることにより、地域における障害者等への支援体制

に関する課題について、情報を共有し、関係機関等の連携の緊密かを図るとともに、地域の実情に応

じた体制の整備について協議を行うものとする。 
 

Ⅱ.草津市の障害児（者）自立支援協議会は？ 
自立支援協議会は、障害児者の地域生活を支援し、障害のある人も障害のない人も共に暮らせる地域

を作るため、障害福祉にかかわる地域の関係機関が集まり、個々の相談支援の事例を通じて明らかにな

った地域の課題を共有し、その課題を踏まえて地域のサービスの基盤の整備を着実に進めていく役割を

担っています。 

具体的に、自立支援協議会は複数のサービスを適切に結びつけて調整するとともに、社会資源の改善

及び開発を行う相談支援の中核的役割となっています。 

草津市では相談支援事業者、障害福祉サービス事業者、福祉・保健分野、学校・教育分野、就労分野、

権利擁護分野、当事者及び家族等からなる協議会を設置しています。 
 

Ⅲ.自立支援協議会の機能 

 

情報機能 

 

・困難事例や地域の現状・課題等の情報共有と情報発信 

 

 

調整機能 

・地域の関係機関によるネットワーク 

・困難事例への対応の在り方に対する協議・調整 

 

 

開発機能 

 

・社会資源の開発、改善 

 

 

教育機能 

 

・構成員の資質向上の場としての活用 

 

権利擁護

機能 

・成年後見制度の適切な利用の促進等、権利擁護に関する取り組みを

展開 

・地域における障害者虐待防止の等のためのネットワークの強化 

 

評価機能 

・中立公平性を確保する観点から委託相談支援事業者、基幹相談支援

センター等の運営評価 

・重度包括支援事業等・日中サービス支援型共同生活援助の評価 

 

 

だれがどのように困ってい

るのか、共有による「わが

こと」化 

あるもので調整できる場

合の解決機能 

ないものを作り出すことでの

解決機能 

スキルを向上させることで

の解決機能 

すべての取り組みの基盤 

◆地域全体への役割を担う

委託事業の評価 

◆重い障害のある人を包括

的に支援する事業者の評価 

資料 １ 
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草津市障害児（者）自立支援協議会設置要綱  
（設置） 

第１条 市内に居住する障害児（者）が、住み慣れた地域で安心して自立した社会生活を営むことがで

きるよう、別に定める関係機関が、福祉、保健、医療、教育、就労等のサービスを総合的に調整し、

効果的なサービスの提供を図るため、草津市障害児（者）自立支援協議会（以下「協議会」とい

う。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第

５１条の１４第１項に規定する指定一般相談支援事業者、法第５１条の１７第１項第１号に規定す

る指定特定相談支援事業者、関係行政機関の職員等による訪問または相談活動を通じて、障害児

（者）のニーズもしくはサービス供給体制の問題点の把握または課題解決のための検討に関するこ

と。 

(2) 困難事例への対応のあり方に関する協議または調整に関すること。 

(3) 地域の関係機関のネットワーク構築に向けた協議または調整に関すること。 

(4) 提供したサービスの評価の実施または新たなサービスメニューの検討に関すること。 

(5) 関係機関の交流、情報の共有化または学習の場の提供に関すること。 

(6) その他協議会の設置目的を達成するために必要な事業 

（組織） 

第３条 協議会は、関係機関の構成員で組織する。 

（会議） 

第４条 協議会の会議（以下「会議」という。）の開催は、２箇月に１回程度を基本として、必要に応

じて健康福祉部長が招集する。 

２ 健康福祉部長は、必要があると認めるときは、関係機関の構成員の一部を招集して会議を開催する

ことができる。 

（庶務） 

第５条 協議会の庶務は、健康福祉部障害福祉課において処理する。 

（委託） 

第６条 市長は、第２条各号に掲げる所掌事務、会議および前条の庶務について、その一部または全部

を指定一般相談支援事業者または指定特定相談支援事業者に委託することができる。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会議に諮って定める。 

 

 

資料 ２ 
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   令和７年度 草津市障害者自立支援協議会（案）      
 

         相談支援部会 
         ・各相談員の情報共有と課題協議・ケース検討 （回数）年 6回 

                ・発達障害者の支援 

                 ＊切れ目のない支援を実現するための相談員の役割についての検討機会を持つ 

         こども支援部会 
         ・情報共有・ネットワーク 

         ・こども支援部会が掌握する会議の報告・検討 （回数）年 2回 

          〇障害児相談支援事業所連絡会 
         ・障害のあるこどもの相談支援体制の現状や課題について協議 

          ○医療的ケア児の会議 
         （目的）医療的ケアの必要なこども等への支援について、保健・医療・福祉・教育等          

の関係機関の連携を推進するために開催 

（回数）①医療的ケア児等支援推進協議会・・・年 2回 

              ②実務者会議・・・年 1回 

          ○放課後等デイサービス事業所連絡会  

          （目的）放課後等デイサービス事業所の情報共有と研修会実施のため協議 

          （回数）①情報交換交流会・・・年 6回 

              ②研修検討会議と研修会・・・年 3回の会議と年 2回の研修会の実施 

              ＊行動障害のある児童支援についての研修計画 

          ○児童発達支援事業所連絡会 

          （目的）児童発達支援事業所の情報共有と研修会実施のための協議 

          （回数）研修会含めて年２～３回 

 

        〇障害福祉の課題別懇談会等 

 

 

       

 

 

 

 

 

草津市障害者自立支援協議会 部会・懇談会等の体系図  

① 「にも包括」の推進のための検討会 

② 生活介護事業所における行動障害を呈する人の支援者懇談会 

③ 移動支援や日中一時支援事業の実態を把握からの検討（懇談会） 

④ グループホーム設置事業者懇談会 

⑤ 重心（医療的ケア含む）障害児者の入浴機会のモニタリング 

⑥ 障害者差別解消支援地域協議会の検討会 

支援対象は幅広い。それぞれの分野で

課題が存在する。そういう課題や現状

を把握して、必要に応じ継続的な検討

の場に移行を行う。 

日頃の相談事業やサービス提供・ケース会議・相談・訪問活動 

自立支援協議会へ提案 
➡ 実態の共有・見える化・改善に向けた取組への提案 

・専門的 
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資料 ３ 
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資料 ４ 
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令和６年度 草津市障害福祉の主な取り組みについて             
 

１．基幹相談支援センター事業（予算概要７・相談支援費）                            

 基幹相談支援センターを障害者福祉センターに設置 

 

２．虐待防止対策事業（予算概要７）                     

 

（１）草津市障害者虐待について              （単位：件） 

令和６年度 養護者・家族等 施設従事者等 使用者 合計 

相談通報 10 8 0 １8 

認定 2 1 0 3 

身体的 0 1 0 1 

ネグレクト 2 ０ 0 2 

心理的 0 0 0 0 

性的 0 ０ 0 ０ 

経済的 0 0 0 0 

 

【参考】令和５年度  

相談通報：１５件（養護者３件、施設従事者等１１件、使用者１件） 

認  定： ４件（養護者１件【身体】、施設従事者３件【身体２件、心理１件】） 

 

（２）草津市の傾向とお願い 

虐待通報については昨年度と比較すると３件増加であった。支援者や関係機関から通報い

ただくことも多く、引き続き、障害児者支援に関するすべての方が、早期発見・早期通報に

努めていただきたい。 

  

（３）草津市虐待防止センターからのお願い 

❶ためらわずに通報、相談を 

通報は、罰するためのものではなく、誰かを救うためのもの 

匿名でも、「通報です」と言わなくても、結果的に虐待でなくても OK 

❷個人で抱え込まず、組織で対応 

日々の支援も、虐待予防も、虐待対応も、一人ではできない 

❸組織としての仕組みづくり 

 支援方法に関する情報共有の徹底や、職員のストレスケアを大切に 

❹「障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き」の活用 

 
             

 

 

生活介護事業所での強度行動障害者への対応力の向上及び新規の受け入れ確保のため、強

度行動障害者養成研修の受講しやすい環境の整備を目的として、本補助金制度を継続して実

施しました。 

 

資料 ５ 

３．人材育成研修受講支援補助金（予算概要５・援護施設費） 
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対 象：強度行動障害支援者に関する研修を受講する者の属する法人等 

補助額：１２，０００円/人日。 

 （当初予算：４事業所×２日分：９６，０００円） 

 (実績：２件（５日分）：６０，０００円) 

 

４．孤立化防止対策事業（予算概要１６）                    

障害者とその家族が地域で孤立することなく生活を送っていくため、孤立を防止する活動

として、訪問活動とサロン活動を行いました。 

訪問活動については、８０５０問題を念頭に置きながら、３０～４０歳代の障害者のおら

れる御家庭で、相談員等の支援者と繋がりのない方を対象者として訪問相談支援を行いまし

た。令和６年度は草津学区在住の方を対象に実施しています。 

 

対象者数：R6新規９８件 

対象：草津学区在住の３０－４０代の身体障害者手帳（1-2級）、療育手帳、 精神保健福

祉障害者手帳をお持ちの方でサービス利用のない方 

※令和６年度は身体障害者手帳の新規対象者はなし 
 

５．障害児者相談支援事業（予算概要１０・地域活動支援センター費）                          

（１）計画相談支援事業      

障害福祉サービス等を利用する障害児者を対象に相談支援事業所等によるサービス等利用

計画・障害児支援利用計画に基づき支給決定を行いました。 

また、計画相談支援事業所に対して、相談支援体制を強化していただくことを目的に体制

強化補助金を交付しました。   

（令和７年３月末時点） 

【障害福祉サービス利用者数】       

１，２０８名（うち、セルフ１３９名／セルフ率１１．５％） 

〖Ｒ５比較：６０名増、うちセルフ６名増、セルフ率０．１％減〗 

 

 

（２）一般相談支援事業 

 令和６年度も NPO法人心身連さん、および医療法人周行会の相談支援事業所「風」さんに、

業務委託等をすることにより一般相談支援事業を実施しました。 

 

（３）基幹相談支援事業 

 令和６年度も NPO法人心身連さんに基幹相談支援事業を委託し業務を実施しました。 

 

 

６.地域生活支援拠点等整備事業                       

 障害者等が住み慣れた地域で安心して暮らせるような支援体制を本格的に構築するために、

体制整備に向けた要綱やガイドラインの作成に取り組みました。 

 令和６年度は本事業に地域生活支援拠点として草津市内で８事業所に登録いただきました。 
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・令和６年度基幹相談支援相談支援センター事業 年度まとめ 

 

１． 令和６年度の主な活動とその成果について 

 

 ⑴総合的・専門的な相談支援の実施 

（ア） 障害の種別や各種ニーズに対応できる相談窓口として、総合的・専門的な相談支援を実施 

・基幹相談支援センターは障害の種別にかかわらず、様々なニーズに対応する相談窓口としての対応が求めら

れるため、社会資源の現状把握や、介護保険や医療、触法の障害者の支援機関等と、広い機関との連携を心

掛けた。                              

・地域包括支援センター、介護保険のケアマネ、病院や他市の相談支援事業所等からケースの相談が増えて

おり、顔の見える関係性の醸成やつながりの中で、基幹相談支援センターの認知度が進んできてい

る。                                                          

・支援困難事例、触法事例、草津を援護地とする県外の複雑な事例について、支援者会議の招集を行い、支援

のコーディネートや助言を行った。 

・障害高齢者の介護保険制度への移行は各相談員に対し、介護保険制度と障害福祉サービスの各制度の特

徴や違いを理解し、利用者が介護保険への移行で生活に不都合を生じさせないよう、障害福祉課と基幹で事

前面談を行い、適切な移行の準備ができた。 

・障害児の相談支援事業所や、医療的ケア児等コーディネーターとの連携、放課後等デイサービス事業所並び

に障害児の保護者の相談等ケースを通した連携に努めた。  

・地域包括支援センターの研修会で、基幹相談支援センターの事業紹介を行い、基幹相談支援センターの周知

に努めた。 

・草津市の中核的な組織である草津市障害者福祉センターの中に事務所がある利点を活かし、計画相談、委

託相談、基幹相談支援センターの 3層による各機関の役割分担と、スムーズな連携が進むよう、基幹が調整

を図る会議を月 1回開催した。   

 

【取り組みから見える課題と対応について】 

・障害の総合相談の窓口となるために、引き続き基幹相談支援センターの役割を地域に周知し、認知度を高め

相談がしやすい取り組みが必要である。そのために関係機関との連携と訪問等を積極的に行いたい。 

・基幹相談支援センターは、他機関並びに、専門機関への協力要請等、ケース支援のコーディネート機能と支援

者支援が求められる。しかし、そのような基幹の役割を果たす為には、日頃からの関係機関とのつながりの構

築、基幹の職員自身の力量形成に努める必要がある。 

          

 

（イ） 新規ケースの緊急的な相談支援及び地域の相談支援事業所への引継ぎ 

・令和６年度は計画相談を希望する人自らが相談事業所を選択できるように対応することとなったが、事業所の

情報等が必要な方が多く、必要に応じ受任調整を実施した。 

 ・草津養護学校の高等部卒業生等が障害福祉サービスを利用される場合の計画相談事業所へのつなぎは、進

路移行会議等に基幹相談支援センターが参加し、障害福祉サービスの必要な方には、関係事業所・委託相談・

計画相談事業所との連携を取り適切につなぐことができた。 

・委託相談と連携し、セルフプランの作成支援やサービス調整を行った。  

・市内の計画相談事業所で、閉所や休止される計画相談事業所が３か所（レモネード・いまここ杏・クロスロード）

や新規で開所される計画相談事業所が４か所（Bivouac・りんくる・リミットブレイク・シエンス）あった中で、必

要に応じ情報提供等移行の支援を実施した。 
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【取り組みから見える課題と対応について】 

（相談体制の充実） 

・計画相談を求める利用者や家族に対して、スムーズにつながれるためには相談支援事業所の体制整備が必要

である。令和７年３月末の時点で障害児を主に支援を行う事業所は５か所、障害者を主に行う事業所は１２か所

となった。 

・しかしながら、相談支援事業所の相談員は、所属法人等の他業務との兼務（居宅支援や放課後等デイサービ

ス、就労継続支援 B型等の通所サービス等）をしていることが多く、相談員一人当たりが担当する利用者数の

制約に繋がり、相談員数に反して、受け入れ態勢が整っていない。 

・引き続き相談事業の意義について、施設側に啓発していく必要がある。 

（開業して日が浅い事業所の相談員への支援者支援） 

 ・ぽアソ、Bivouac、りんくるについては計画相談の受任を増やす過程の中で、生じる困りごとには適宜個別で基

幹相談支援センターがフォローしているが、相談員会議の活用や個別の相談を行い基幹として人材育成に努め

る。 

・さらに、各事業所等が相談支援業務に専任の相談員を配置させない背景には、報酬の低さによる相談支援業

務の安定した収入確保の困難性が大きく影響をしていると巡回訪問時に聞き取っている。     

一方で、計画相談専門で開業している事業所も３か所存在し、経営の安定化を図るためにも機能強化型体制

加算等が算定できるように、事業所間連携等も含めた関係つくりに取り組む。            

・基幹相談支援センターとしてできることは、利用者支援を一番に据えながらも、相談支援業務の効率性と本人の

ニーズに合致した適切な支援のバランスを取るための工夫の情報共有を令和７年度の相談支援部会でも行え

るようすすめる。 

 

（２）地域の相談支援体制の強化の取り組みに関すること。 

（ア）地域の相談支援事業所への専門的指導・助言  

・市内全部の相談支援事業所を巡回し、それぞれが抱えている課題等の抽出や困難ケースの助言等を行った。  

・障害児の相談支援事業所は 2か所新しく開業した事業所があり、障害児から者への移行するにあたり、障害福

祉サービスの説明や意見交換の勉強会を実施した。 

・市内の中で 1か所の相談支援事業は、相談支援事業に取り組みたい希望に反し、事業所内の都合により相談

業務に困難さを抱える事業所があり、今後は当該事業所からの相談があれば対応する方向で推移を注視する

とした。 

・相談支援事業所の訪問を上半期・下半期と年 2回訪問したことにより、計画相談の範囲を超える支援が必要

な困難ケースのフォローやアドバイスが叶い、相談員の後方支援につながった。  

 

【取り組みから見える課題と対応について】 

 ・一人相談員の相談支援事業所の相談員にとって、相談員同士の横のつながりや、情報共有、社会資源の情報

収集などが希薄になりがちである。２か月毎の相談支援部会において、事例検討を行う事で相談員のスキルア

ップや悩みの解消に寄与できたので、今後も貴重な機会として活用をしていきたい。 

・障害児の相談支援事業所は児のサービスにとどまらず、１８歳以降の者のサービス利用の情報などを保護者と

共有しながら、進路選択に助言が必要となる。児の相談事業所がトータルで制度を理解し、利用者等に情報提

供ができるようにしたい。 

・事業経営に十分見合った報酬体系ではない為、加算の取得ができる様にそれぞれの事業所に対し、報酬の算定

条件を満たせるような取り組みを促すようにしたい。 
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（イ ）相談支援従事者等の人材育成 

・市内の相談支援事業所の相談員に対し、スキルアップ研修を 2回開催した。（1回目:「思いやニーズにたどり着

くための面接技術」２回目:「基礎から学ぶファシリテーション」参加者:1回目 21人、2回目２４人参加  

・ほっとココは、市内の半数の計画数を持つ中核的相談支援事業所であるため、相談機能のスキルアップを重点的

に取り組んだ。具体的には、毎月事例検討会議の必要性を伝え、定例的な開催の定着化と助言を行った。  

・滋賀県相談員初任者研修のフォローアップとして、湖南 4市で新人相談員の研修の共同開催を行った。 

「こなんの会」 2回 開催（相談員を含む市内の福祉サービス事業所の研修受講者延べ３５人が参加） 

・市内の相談支援事業所に上半期・下半期に 1回ずつ訪問し、相談支援にかかる課題について議論したり、アドバ

イスすることができた。 

・相談支援部会において、事例検討会を 5回開催し、プランニングやモニタリングにおいての相談員の共通の理解

を進めることができた。 

 

【取り組みから見える課題と対応について】 

・相談員のスキルアップ研修の開催をしたが、日頃の機関と各相談員とのコミュニケーションの中で、相談員にとっ

て必要な知識や技術の他、相談員が何に困っているのか、優先順位を把握してテーマ設定をすることが研修会の

参加者増につながると思われる。できるだけ多くの相談員が受講できるように努めたい。 

・令和６年度は相談支援部会において、計画相談のサービス等利用計画書、モニタリング報告書を活用し、事例検

討をベースに相談のスキルアップと共に、相談業務の効率的な業務運営ができるような支援となり、令和 7年度

においても継続して実施していく必要がある。 

 

（3）自立支援協議会等の運営等に関すること 

（ア）市自立支援協議会の事務局、部会等の運営 

・運営会議を年 6回開催し、全体会議 1回、定例会議 4回、研修会 1回を計画的に実施できた。 

・令和 5年度から重度心身障害児者の入浴の問題の検討をしてきた中で、アンケート調査のまとめから自立支援

協議会から市に提言することができた。 

・精神障害者・発達障害者の支援の在り方の検討として、市内の相談支援事業所の相談員にアンケート調査を実

施して、草津市内の精神に障害のある方の実態調査ができた。今後の「にも包括」に取り組むための材料として

活用したい。 

・相談支援部会では、計画・モニタリング等を用いて事例検討を実施し、相談員のスキルアップや記載等における簡

略化を目指す協議を実施した。また、事業運営等における問題点などを話し合う中で障害児相談支援事業所連

絡会からの意見や要望も合わせて、市へ児童相談支援にかかる要望書の提出ができた。 

・昨年度から草津市社会福祉協議会の地域福祉の取り組みに障害分野が参加できることになったが、草津市社会

福祉協議会とそれぞれの学区社協が主催する会議に参加し、地域の医療福祉の検討に障害分野からの意見を

発出することができた。特に近年重点的に取り組んでおられる訪問介護等事業所の訪問先での駐車場の不足や

駐車禁止の罰金等の課題について、現状把握や課題抽出を障害分野も含めて協議することに繋げることができ

た。とかく高齢者支援が中心になりがちな社会福祉協議会の地域づくり活動に障害者支援の声が反映できるき

っかけになった。 

・市内にあるグループホーム設置事業者の懇談会を開催し、グループホームの運営にかかる課題や悩みを話し合う

きっかけつくりができた。参加した事業所から、引き続き懇談会を開催してもらいたいとの要望もあり、住まいの場

としての地域資源の把握や利用者の状況確認に繋げることができた。今後の専門部会の設置に向けた足掛かり

が作れた。  
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【取り組みから見える課題と対応について】 

・障害福祉サービスそれぞれの分野において、報酬体系が基本報酬への増額ではなく、様々な加算を創設して算定

する条件をクリアためのハードルが高くなっている。人材不足等の影響から、算定条件を得られず運営や経営が

圧迫される事業所や、条件を整えても、請求にかかる手間の増大から経営が楽になるどころか負担の増大に繋

がっている。 

・そのために、優先順位を配慮し、必要に応じて専門部会での検討等につなげていきたい。 

 

（イ）湖南地域障害児・者サービス調整会議、部会等への参加及び運営協力 

・湖南圏域サービス調整会議、専門部会に参加し、広域で取り組むべき課題への意見を述べ、また広域の取り組

みを草津市障害児（者）自立支援協議会で報告した。 

 

【取り組みから見える課題と対応について】 

・圏域で急速に増加した日中サービス支援型のグループホームの運営について、適切な支援が提供されているの

か、圏域の自立支援協議会で監視し、利用者の安心した生活につながるよう情報共有をしながら注視しなければ

ならない 

・湖南４市で取り組むサービス調整会議の本部会議（連携会議）、専門部会（進路部会、作業部会、重度障害者部

会、行動障害支援ネット、地域生活支援拠点プロジェクト・就労選択支援事業プロジェクト）に基幹と委託の相談

員が出席していたが、広域で取り組む地域課題の経過や方向性を計画相談の相談員に情報提供して、個別課題

が広域でどのように地域づくりに繋がっているのかを伝えていかなければならない。 

・滋賀県ネットワーク事業の廃止等の影響から、令和 7年度以降の圏域の自立支援協議会運営におけるマネージ

メント体制に課題があり、圏域の４市と 3か所の基幹相談支援センターにおいて、一層の協力体制を取らねばな

らない。 

 

 

（ウ）滋賀県自立支援協議会部会等への参加及び運営協力 

・滋賀県障害児者自立支援協議会、地域自立支援協議会・基幹相談支援センターネットワーク部会へ出席し、先

進地の実践の情報交換や助言を受けた。 

 

【取り組みから見える課題と対応について】 

・この会議では、基幹相談支援センター（多くは圏域ごとに設置）の業務、特に自立支援協議会の運営について情

報共有を行った。 

・行動障害ネットワーク会議では、県障害福祉課や教育委員会への要望書を提出した結果、滋賀県からの一定の

回答がなされた。今後も地域づくりのために行政に施策提言していかなければならない。 

 

（4) 社会資源の活用支援に関すること（社会資源の開発・強化） 

・草津市障害児（者）自立支援協議会のホームページの更新 

・草津市内のグループホーム設置事業者の懇談会を開催し、情報を収集し纏めた。  

・新たに開業した障害福祉事業所の情報の、問い合わせに応じたり、適宜各相談支援事業所に提供したりした。 

 

【取り組みから見える課題と対応について】 

・草津市障害児（者）自立支援協議会のホームページに社会資源の情報を掲載しているが、情報の更新が課題で

ある。 更新は年度の最終で事務局で把握している部分を更新していく予定であるが、事業所の開設や閉所は常

に流動的であるため、問い合わせには、適宜最新の情報が提供できるよう収拾に努めている。 
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（5）権利擁護・虐待防止に関すること 

（ア） 受理会議への参加・助言・情報提供 

・虐待の受理会議（コア会議）の招集に応じて、過去の支援情報等を把握して参加し、虐待防止センターとともに課

題を整理し、情報提供や対応についての意見を述べた。 

 

（イ） 被虐待者、擁護者への支援体制のフォローアップ 

・擁護者、被虐待者のその後の支援を計画や委託の相談員と連携し継続的な関係調整、環境整備を行った。 

・必要に応じ、委託相談員や計画相談員との協力体制を持つようにした。 

 

【取り組みから見える課題と対応について】 

・擁護者からの虐待のケース、または虐待を行った擁護者の支援を虐待防止センターと連携して、基幹・委託相

談・計画相談の担当者が支援チームを組んで当たることになるが、支援の方針や経過のモニタリングの時期及

び報告等、虐待防止センターとの共有が重要である。 

 

（ウ）虐待防止に関する啓発・研修の企画・運営・講師 

・虐待防止センターと共催で研修を２回実施した。1回目は令和 6年９月１１日（水）にテーマを「障害者の人権擁

護的視点からの提案」『意思決定支援から虐待防止への行動』とし、講師に 特定非営利活動法人成年後見セ

ンターもだまの竹村直人所長を招き研修会を実施したが、110人の参加であった。 

 2回目は、令和 7年１月２４日（金）に第１部を滋賀県健康医療福祉部障害福祉課の瀬戸野喜雄氏を講師に

『障害のある人への合理的配慮ってどんなこと？』をテーマに講義いただいた。第２部に草津市出前講座を利用

し知的・発達障がい擬似体験啓発キャラバン隊  びわこ☆めだか隊に『障害者の困りごとを体験してみる』「合

理的配慮の提供について」をテーマ講義と体験をした。第３部にグループ討議をしたが、５７機関７５名の参加者

皆様の好評を得られている。 

 

【取り組みから見える課題と対応について】 

・継続して虐待防止研修をしていくうえで、研修のターゲットになる対象層に応じた内容の選定と、年度をまたいで

研修計画の立案が課題であると思われる。 

 

 

（6）地域移行・地域定着の促進の取り組みに関すること   

・昨年度課題別懇談会において、優先的な取り組みが必要と共通認識した「にも包括の推進」であるが、広い分野

に及ぶ取り組みが必要な「精神障害者にも地域包括支援事業」の実施は、関係者の中でのイメージや、方向性

の共有から次年度取り組む必要があることを認識した。昨年度実際に湖南病院に出向き、情報交換と意見交換

を行った結果、病院から地域移行・地域定着の対象者がほとんどおられないことが分かり、今年度、まず地域の精

神障害者の状況把握から始めて、暮らしやすい地域とする活動に繋げることとなった。 

  市内の相談支援事業所の相談員にアンケート調査を実施し、市内の精神障害者やその状況にある方の現状を

把握することを始めることができた。 

 

【取り組みから見える課題と対応について】 

・「精神障害支援にも地域包括支援体制事業」を通した取り組みの推進が地域移行・地域定着の事業の推進に

連結するとして、この活動を進めることとする。草津保健所・障害福祉課・精神障害者地域生活支援センター風・

草津市基幹相談支援センターの４者で協議を進めている。 
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（7）地域生活支援拠点に関すること 

・地域生活支援拠点４市の担当者および基幹相談支援センターの合同会議に参加し意見を述べた。  

・草津市障害児（者）自立支援協議会で、地域生活支援拠点等整備事業の報告を行う予定であったが、ガイドライ

ンの完成と運営については、まだまだ課題があり協議を進めているところである。  

 

【取り組みから見える課題と対応について】 

 ・拠点整備事業のスタートには４市の足並みをさらにそろえる必要がある。基幹相談支援センターは圏域の３つの基

幹相談支援センターとより連携を図って情報共有に努めたり、協議会を活用して利用状況についてモニタリング

をしていく必要がある。  

・障害福祉課から圏域のガイドラインの説明を受けたが、基幹相談支援センターに拠点コーディネーターの役割を

求められているため、実際の運用について通常の基幹相談支援センター機能の維持に不安が残る。 

・広域で検討されスタートする事業であり、関係者への丁寧な説明や利用者への相談員からの適切な利用促進を

進め、草津市としての課題をまとめることが基幹相談支援センターの役割と思われる。 
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令和６年度草津市孤立化防止事業 活動報告 

１．事業の目的 

障害者とその家族が地域で孤立することなく生活を送っていくため、孤立を防止する活動を行

うとともに、地域で障害や障害者についての理解を促進することを目的とする。 

２．事業の内容 

（１）孤立が懸念される障害者世帯の訪問活動 

（２）障害者を養護する者が気軽に参加し、懇談できるサロンの開催 

（３）支援者・各支援主体等への啓発活動およびネットワークづくりの検討 

３．事業参加団体 

・特定非営利活動法人草津手をつなぐ育成会 

・草津市肢体不自由児者父母の会 

・草津市精神障害者家族会ひまわりの会 

・草津市民生委員児童委員協議会 

・草津市社会福祉協議会 

・草津市健康福祉部障害福祉課 

・特定非営利活動法人草津市心身障害児者連絡協議会（事務局団体） 

４．活動内容 

（１） 訪問活動 

    今年度の継続訪問に関しては 11 世帯の訪問になった。関係性も深まり、家族が高齢になる

にしたがって、自身の健康問題や生活環境の変化等の問題が直面し、さらには子の将来への不

安と洩らず家族が多くなってきている。継続して訪問する必要性を感じる一方で、もちろん家

族の同意はいるが、必要に応じては年数回の訪問が必要になるのではと感じる。その為には、

気になる家族には早目の訪問を実施して状況を把握しておくことが大事である。 

新規訪問に関しては今年度は草津学区を対象にした。今回訪問して分かった事であるが、と

にかくマンションは、周囲への配慮・拒否感強いので抵抗感があった。こちらとしても緊張感

をもって訪問しなければならなかった。一方、一軒家は比較的に好意的な反応の方多く、長時

間話すことが多かった。拒否される方も少なく感じた。 

昨年度同様に訪問をうけるなら市役所まで相談をしに行きますと言われた方や、気にかけて

下さっていると喜ばれた方もおられた。新規掘り起しの必要性を再度実感している。 

今後の課題としては訪問を重ねる中で関係性ができてしまい、別の訪問員に引き継ぐという

事が難しいという事が分かった。家族会での訪問が必要ではないかと思うケースであっても、

家族や本人に説明する中で遠慮される。どういう引継ぎの仕方がよいのか、さらにいうと新規

の訪問で訪問する人に関しても考えていかなければいけないのではないかと感じる。 

新規訪問を事務局と障害福祉課が行い、継続訪問を家族会が行うと分けたことにより、うま

く回りだしたと感じる一方、継続した訪問の在り方や新規訪問者の今後の引継ぎや訪問の仕方

など考えていきたい。 

 

（３）サロン活動 

◆ つながりサロン 

【趣旨】地域に根差したサロンの下地づくりとして、障がいのある方またはそのご家族が気軽 

に集いつながれる場を提供し、互いに交流を深めることにより、障がい者またはご家族の貧困・孤

立・孤独を防止する。 

【対象者】障がいのある方またはそのご家族、障がいの有無に関係なく関心のある方 

【開催時間】10:30～12:00 
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◆ ふくふくサロン 

【趣旨】各支援主体や関係機関を交えた座談会を開催し、情報共有や支援者等への啓発および 

ネットワークづくりをする。また、地域の理解者を増やし、福祉委員や思いのあるボランティ

ア等の育成を目指す。 

【対象者】家族会、民生委員、地域包括支援センターおよび障害福祉に関心のある方 

 【開催時間】10:30～12:00 

 ◆ふくふく相談会 

【趣旨】気軽に相談できる場所として、事務局と市、そして委託相談員が受け止め、そこからど

う対応していくかは本人の意向をもとに判断していく。 

【対象者】障がいのある方またはそのご家族、障がいの有無に関係なく関心のある方 

【開催時間】10:30～12:00 

 

① 第 1回 

日 時 令和 6年 10月 9日（水） 

  場 所 志津まちづくりセンター 

参加者 ふくふくサロン：28名、ふくふく相談会：0名   計 28名 

② 第 2回 

  日 時 令和 6年 11月 13日（水） 

  場 所 草津市総合交流センター（キラリエ草津） 

参加者 ふくふくサロン：40名、ふくふく相談会：1名   計 41名 

③ 第 3回 

  日 時 令和 6年 12月 11日（水） 

  場 所 草津市立市民交流プラザ（フェリエ南草津） 

参加者 ふくふくサロン：29名、ふくふく相談会：0名   計 29名 

④ 第 4回 

  日 時 令和 7年 1月 9日（木） 

  場 所 常盤まちづくりセンター 

参加者 ふくふくサロン：33名、ふくふく相談会：0名   計 33名 

 

⑤ つながりサロン 

日 時 令和 7年 2月 12日（水） 

場 所 草津市立障害者福祉センター 

参加者 23名                      計 23名 

 

【サロン活動について】 

ふくふくサロンは、民生委員をはじめ、地域包括支援センターや関心のある方など参加があり、

地域に浸透してきたと感じる。今回、第１回から第４回のふくふくサロンの感想に加え、各学区

の民生委員の感想も改めて頂いた。前向きな意見が多く、さらに要望に関しても前向きさを感じ

る。要望すべてを沿うことは難しいが検討することも必要ではないかと感じるとともに、ふくふ

くサロンがとても大切な位置づけになってきたと思う。 

つながりサロンは、今年度も家族会と事務局が中心となって２月に実施した。同じ立場で悩み

や相談を聞いてもらえたことで、参加者からは参加をまよっていたのですが、来てみていろいろ

お話が聞けて良かった、共感と安心を得る時間となりました等の声をいただいた。 
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ふくふく相談会は、草津市立障害者福祉センターの相談員が来場者の悩みや相談を聞き、それ

に応じた情報提供や具体的な提案をすることで、今年度の参加者は１名であったが、親身に聞い

てもらえてとても良かったとの言葉をいただいた。ただ、ふくふくサロンに参加している方の中

には個別に相談に乗っていただきたいというお声も頂いており、同日、同時刻の開催に関しては

検討する必要がある。例えばふくふくサロンの後にふくふく相談会の時間を設けたり、別日に相

談会を持つなども考える時期にきている。いずれにしてやはり公の窓口とは違った相談会の場が

必要だと感じる。また、相談会に関しては今年度ありがたい事に様々な方面から相談会を一緒に

したいとの打診があった。相談内容は様々であり、幅が広がるのはありがたいことである。過去、

福祉センターや障害福祉課が行ってきたが、今後、調整しながら進めることも必要と感じる。 

 

【総括】 

今年度の継続訪問に関しては 11 世帯の訪問で関係性も深まり、家族が高齢になるにしたがって、

自身の健康問題や生活環境の変化等の問題が直面し、さらには子の将来への不安と洩らず家族が多く

なってきている。継続して訪問する必要性を感じる一方で、もちろん家族の同意はいるが、必要に応

じては年数回の訪問が必要になるのではと感じる。その為には、気になる家族には早目の訪問を実施

して状況を把握しておくことが大事である。 

一方、新規訪問は、マンションに関して、周囲への配慮・拒否感強いので抵抗感があり、緊張感を

もって訪問しなければならなかった。一方、一軒家は比較的に好意的な反応の方多く、長時間話すこ

とが多かった。拒否される方も少なく感じた。新規の課題としては、訪問を重ねる中で関係性ができ

てしまい、別の訪問員に引き継ぐという事が難しいという事が分かった。家族会での訪問が必要では

ないかと思うケースであっても、家族や本人に説明する中で遠慮される。どういう引継ぎの仕方がよ

いのか考える必要がある。 

新規訪問を事務局と障害福祉課が行い、継続訪問を家族会が行うと分けたことにより、うまく回り

だしたと感じる一方、継続した訪問の在り方や新規訪問者の今後の引継ぎや訪問の仕方など考えてい

きたい。 

サロンに関しては、ふくふくサロンは、民生委員をはじめ、地域包括支援センターや関心のある方

など参加があり、地域に浸透してきたと感じる。 

つながりサロンは、今年度も家族会と事務局が中心となって実施した。同じ立場で悩みや相談を聞

いてもらえたことで、共感と安心を得る時間となったと思う。 

ふくふく相談会は、草津市立障害者福祉センターの相談員が来場者の悩みや相談を聞き、それに応

じた情報提供や具体的な提案をすることで、今年度の参加者は１名であったが、親身に聞いてもらえ

てとても良かったとの言葉をいただいた。ただ、ふくふくサロンに参加している方の中には個別に相

談に乗っていただきたいというお声も頂いており、同日、同時刻の開催に関しては検討する必要があ

る。例えばふくふくサロンの後にふくふく相談会の時間を設けたり、別日に相談会を持つなども考え

る時期にきている。いずれにしてやはり公の窓口とは違った相談会の場が必要だと感じる。今後、調

整しながら進めることも必要と感じる。 

 孤立化防止事業が浸透するとともに、検討委員をはじめ、サロンに参加いただいた方の意識が高

くなってきているように感じる。参加者の中にはマンネリを感じる方もいるが、継続は力なりとい

う言葉の通り、継続してきたからこそ意識の向上につながっている。今後は、良い部分を残しなが

ら時代に合わせた形を作りあげていくべきだと感じる。 
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2）地域活動支援センター機能強化事業 

➀サロン活動  

・開 所 日・・月～金(平日)と第 2・4 土曜日 ※開所予定の土曜日が祝日の場合は開所。 

・開所時間・・月火木金：ａｍ10：00～ｐｍ6：00 水土：ａｍ10：00～ｐｍ5：00 

・居住地に関わらず、精神科に通院されている方に利用いただいている。 

・水曜日は、女性だけが利用できる「レディースデー」。 

・飲食や費用のかかるイベント参加時のみ、その都度実費を徴収している。  

・サロン開催状況（日数） 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

23 23 14 24 20 21 24 22 22 21 20 22 

※6/18～26 コロナ閉所 

1 日平均 9.73 名利用 

R5 年度平均 9.86 名 

・利用者延べ人数  

  草津市 栗東市 守山市 野洲市 圏域外 合計 

利用者数 187 74 643 1127 461 2492 

・利用者実人数 

  草津市 栗東市 守山市 野洲市 圏域外 合計 

利用者数 15 10 30 47 36 138 

・時間やプログラム参加の枠組みの緩さ、利用手続きの簡易さを強みにしている。 

・サロンの利用者数は昨年より減少している。利用者延べ人数 101 名減少、実人数は 3 名減少。毎日来られて

いた方が別の活動先ができ、来られなくなったことが伺える。 

□プログラム 

相談員が各プログラムを企画し、サロン専従スタッフとともに運営に当たっている。 

プログラム名 開催頻度 開催回数 参加者数 

パソコン教室 月 3回金曜日、月 1回水曜 42 60 

卓球 月曜日不定期 14 23 

しゃべりバ 月１回 月曜日 10 58 

茶話会 月 1回 月曜日 10 35 

レディースランチ 月 1回 水曜日 11 49 

ペン習字教室 月１回 水曜日 10 17 

アロマセラピー 月 2回 水曜日 14 23 

ウォーキング 月１回 木曜日 1 5 

餅つき 年 1回 12月 1 12 

忘年会 年 1回 12月 1 10 

新年会 年 1回 1月 1 8 

外出（花見、紅葉狩り、初詣等） 不定期 4 15 

レザークラフト教室 不定期 1 3 
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・パソコン教室 

サロン設置のパソコン 3台とテキスト(エクセル・ワードの基礎から中級)を使用し、スタッフが講師とな

って開催。関心の高い方は多くサロン利用のきっかけにもなりやすい。 

・卓球 

初心者の方や女性等、誰でも参加しやすいプログラムで、毎回トーナメントで対戦し盛り上がっている。 

・レディースランチ  

季節に合わせたご飯づくりを企画し、レディースデイに開催。毎回多数の参加者があり、スペース的に参

加者数を限定する回もある。 

・しゃべりバ 

テーマ（『風でやってみたいプログラムは？』『防災について』など）に沿ってのフリートークをしたり、

イベント｢風フェス｣に向けてのミーティングの場となっている。 

・外出プログラム（ウォーキング・花見・紅葉狩り・初詣・つくし狩り） 

ウォーキングは「軽い運動をしたいが一人では…」「大人数も苦手…」と言う方へ向けて毎月開催。外出プ

ログラムを企画すると参加希望者が多く、個々では余暇の外出機会がなかなか持てていない事がうかがえ

る。 

・茶話会 

気軽に話せる集まりとして月 1 回開催。コーヒーor 紅茶を飲みながら、利用者同士の交流を深める機会と

もなっている。最近では利用者とそのご家族が挽きたてのコーヒーを入れてくださる。 

・ペン習字教室 

ペン習字のお手本を見ながら、個人のペースに合わせてゆったりと開催。 

□ピアプログラム  

・アロマセラピー：資格取得者が予約制で希望者に施術。 

・レザークラフト教室：レザークラフト講師が不定期で開催。1～2 時間ほどで完成できる小物を作ってい

る。  

様々な特技を持つサロン利用者に、その特技を生かせる場・披露出来る場としてサロンを活用してもら

っている。みなさん「同じしんどさを持つ方の癒しや楽しみになれば」との思いで取り組んでくださり、

自信や充実感に繋がると感想が聞かれる。 

    レディースランチ 
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□就労体験 

なかよし交流館の清掃作業を周行会で受託しており、風からも利用者数名と継続的に参加。就労や作

業所につなげる就労訓練の機会を提供している。 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月 1 月 2 月 3 月 

延べ参加

者数 
11 5 9 9 10 9 7 12 10 7 7 12 

回数 6 6 5 6 7 6 5 7 6 5 5 6 

延べ参加者数：108名 

 

アロマセラピー 
茶話会 

餅つき 

卓球 



33 
 

② 医療・福祉及び地域の社会基盤との連携強化のための調整 

・圏域、各市自立支援協議会へ運営委員として参画 

草津市 自立支援協議会、運営会議、相談支援部会 

栗東市 自立支援協議会、運営会議、発達支援部会、相談支援部会、就労部会 

守山市 自立支援協議会、運営会議、発達支援部会、相談支援部会 

野洲市 自立支援協議会、運営会議、就労部会、相談支援部会、 

移動支援事業意見交換会、住まいの場の検討会、やす福プロジェクト 

圏域 湖南地域障害児（者）自立支援協議会「4 市自立支援協議会連携会議」、作業部会 

就労選択支援事業に向けた検討会 

・4 市それぞれで 2 か月または 3 か月ごとにケース連絡会を開催し、定期的な情報共有をもって早期対応

に努めている。 

・個別支援においては、ケース会議などを活用しながら、地域の関係機関との連携を重ね、精神障害者の

地域支援ネットワークがより機能的なものとなるよう働きかけた。 

③ 地域啓発・広報 

□広報誌「風＋(プラス)」の発行 

利用者から寄せられたコラム・詩、サロンの普段の様子や活動状況、サロンの月予定などを掲載し月 1回

発行。圏域内外の各機関・施設・病院などへ発送し、窓口での紹介や掲示をお願いしている。 

 

□サロン月予定表の送付 

 登録者に対し、上記の「風＋(プラス)」のサロン月予定だけを葉書に印刷して発送している。自宅への郵

送を希望されない方もおられるため、登録時に確認している。 

 

□ホームページ 

法人ホームページ内において、風のサービス内容やサロン月予定を掲載。 

 

□「風フェス」 9 月 21 日（土）11：00～14：00 開催 

利用者の中から実行委員を募り、ピアスタッフとしてイベントの運営に関わってもらった。当日は模

擬店、地域の作業所からの出店、ステージ企画、作品展など、多くのプログラムで賑わった。参加人

数は 121 名（スタッフ含む）となり、地域交流の場となった。 

※県事業「精神障害者ピアサポート事業」を活用。 
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令和７年度 草津市障害福祉の主な取り組みについて            

 
１．人材育成研修受講支援補助金（予算概要５・援護施設費）                        

 生活介護事業所での強度行動障害者への対応力の向上及び新規の受け入れ確保のため、強

度行動障害者養成研修の受講しやすい環境を整備します。 

なお、昨年度まで研修終了後３０日以内の交付申請期間でありましたが、研修受講の終了

を証する書類の発行に時間を要することから、今年度より、申請いただきやすくなるように、

当該書類が発行された後、申請いただくように制度改正しております。 

 

対 象：強度行動障害支援者に関する研修を受講する者の属する法人等 

補助額：１２，０００円/人日。 

 

２．基幹相談支援センター事業（予算概要７）                

相談支援体制の更なる充実・強化を図るために、様々な取り組みを行います。 
 

３．孤立化防止対策事業（予算概要１６）                   

 障害者とその家族が地域で孤立することなく生活を送っていただくために、孤立を防止す

る活動として、訪問活動およびサロン活動を主軸に置きながら、地域で障害や障害者につい

ての理解を促進できるように引き続き事業を継続していきます。 

 

４.地域生活支援拠点等整備事業                       

 湖南圏域での地域生活支援拠点等事業について、引き続き、関係機関と調整しながら、実

施検討を図ってまいります。 

 

５.渋川福複センター空調設備改修工事 （予算概要１０）                      

 令和７年５月１１日から令和７年６月３０日までの期間、草津市立障害者福祉センターの

デイサービス棟の空調設備の改修を実施します。 

 また、令和８年度には相談棟の空調設備を改修する予定です。 
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令和６年度報告 

◆こども支援部会 

部会・ＰＪ名 こども支援部会 報告者 倉田 

参加機関 

 

放課後等デイサービス事業所（ゆにこ青地）、児童発達支援事業所（発達支援セン

ター湖の子園）、障害児相談支援事業所（おひさまはうす、Bivouac）、訪問看護ス

テーション（よつば訪問看護ステーション）、障害福祉課、基幹相談支援センター、

発達支援センター 

事務局 発達支援センター、基幹相談支援センター 

活動報告 

Ｒ ６ 年 度

のねらい 

・障害児支援の関係会議（放課後等デイサービス事業所連絡会、児童発達支援事業所

連絡会、医療的ケア児等支援推進協議会、障害児相談支援事業所連絡会）の報告、

課題の共有や協議 

回数 開催日時 概要 参加数 

第 1回 令和７年２

月４日 

◆６年度障害福祉サービス等報酬改定にかかる調査 

・児童の通所や相談支援事業所を対象に調査を実施。 

◆障害児支援の関係会議や障害児支援の現状や課題の共有 

・報酬改定等による制度改正や日頃の通所支援に関わる課 

題があれば今後も学校等へ周知を行う。 

・強度行動障害の困難ケースについて研修等を実施する。 

・障害児相談支援所が今年度３事業所開所したが２事業所 

閉所しており、事業継続のための取組を協議する。報酬 

の対象となりにくい相談支援の評価やモニタリング期間 

の共通理解、相談支援が児童と者に分かれている課題等 

を検討。 

・医療的ケア児の早期支援のため、入院中のこどもや保護 

者とつながる取り組みを子育て相談センターと検討。 

・医療的ケア児の障害児相談支援を担う事業所の確保。 

・不登校の障害のあるこどもの日中の過ごしの場につい 

て、日中一時支援の問い合わせもあり検討するが、加算 

を活用し放課後等デイサービスで受け入れを検討してほ 

しい。 

・放課後等デイサービスの利用者やニーズが多様化し、人 

手不足や事務作業の増加等で個々に応じた支援も難し 

い。 

１０人 

 

◆関係会議 

（１）草津市放課後等デイサービス事業所連絡会 

【目的・内容】 

市内事業所の横のつながりを深め、質の高いサービス提供を進めるため交流会と研修会を実施        

【参加機関】市内事業所 

〇情報交換交流会 

日程 内容 

第１回（４月２６日） 

第２回（６月５日） 

第３回（９月１８日） 

第４回（１１月１２日） 

第５回（２月１８日） 

・６年度報酬改定の対応、新規相談支援事業所の紹介等 

・放課後等デイサービス事業所説明会の打ち合わせ 

・学校の下校時間に係る情報提供や意見交換 

・日頃の事業所運営について意見交換 

 

 

資料 １１ 
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〇研修検討会議・研修会 

日程 内容 

第１回（５月１９日） 

第２回（７月１４日） 

第３回（１２月６日） 

・研修会の実施前後に方法や内容について協議 

・今年度の研修会の振り返りと次年度の内容について協議 

第１回研修会 

６月２７日 

 

・３つのテーマに応じてグループワークにより研修を実施 

①日々の過ごしの工夫：おやつ、送迎、宿題等、日々の取り組みについて 

②強度行動障害児の支援計画について 

③発語のない子どもへの対応 ピカジップ法を用いた事例検討 

第２回研修会 

９月２７日 

・長期休暇（夏休み）の過ごし方についてグループに分かれて意見交換を 

行った。 

 

〇事業所説明会 

１０月３日 

(保護者６０名参加) 

・市民を対象に制度説明や事業所とサービス内容について質疑応答の機会 

を設け、サービスにかかる情報提供の機会とした。 

 

（２）草津市児童発達支援事業所連絡会 

【目的・内容】 

市内事業所の横のつながりを深め、質の高いサービス提供を進めるため交流会と研修会を実施        

【参加機関】市内事業所 

日程 内容 

第１回（７月８日） 

 

・事業所見学（発達支援センター湖の子園）の実施。湖の子園から療育や 

事業の概要を説明。今後の研修会や他事業所見学について協議 

第２回（１２月１６日） 

 

・事業所見学（こどもサポート教室「きらり」草津駅前校） 

「きらり」から療育や事業の概要を説明 

第３回（２月１４日） 

 

・研修会「感覚統合の視点に立った子ども理解と支援について」 

（びわこ学園医療福祉センター草津 作業療法士 深谷 沙希さん ） 

 

（３）草津市医療的ケア児等支援推進協議会 

【目的・内容】 

医療的ケアの必要なこども等への支援について、保健、医療、福祉、教育等の関係機関の連携を推

進するため開催 

【参加機関】 

小児保健医療センター、訪問看護ステーション、滋賀県重症心身障害児者・医療的ケア児等支援セ

ンターこあゆ、放課後等デイサービス事業所、基幹相談支援センター、草津養護学校、草津保健所、

市関係課（子育て相談センター、幼児課、児童生徒支援課、障害福祉課、発達支援センター） 

日程 内容 

第１回 

（１２月１３日） 

・医療的ケア児等コーディネーターの令和５年度活動報告 

・医療的ケア児等支援ガイドブックの作成について 

第２回 

（３月２６日） 

・医療的ケア児等コーディネーターの活動報告と今後の取組 

・医療的ケア児等支援ガイドブックの作成について 

（上記の会議の他、関係機関と情報共有や事例検討を行う実務者会議を２月１７日に実施） 

 

（４）障害児相談支援事業所連絡会 

【目的・内容】 

障害児相談支援事業所で相談支援の現状や課題を協議するため開催 

【参加機関】 

 おひさまはうす、レモネード草津、風彩、Bivouac、りんくる、ぽアソ、アザレア、いまここ杏、 

基幹相談支援センター、発達支援センター 
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日程 内容 

第１回 

（８月２９日） 

・市役所で相談支援を実施している窓口の案内 

・相談支援の現状や課題について協議 

第２回 

（１２月２４日） 

・児童が対象となる障害者総合支援法、児童福祉法のサービスについて支 

給決定の基準等を障害福祉課、発達支援センターから説明 

・相談支援の現状や課題について協議 

 

 

令和７年度予定 

◆こども支援部会 

協議内容 障害児支援の関係会議（放課後等デイサービス事業所連絡会、児童発達支援

事業所連絡会、医療的ケア児等支援推進協議会、障害児相談支援事業所連絡

会）の報告、課題の共有、協議 

参加機関 放課後等デイサービス事業所、児童発達支援事業所、障害児相談支援事業所、

基幹相談支援センター、教育機関、医療機関、障害福祉課、発達支援センター 

開催時期 ９月、１２月 

 

◆関係会議 

（１） 

会議の名称 放課後等デイサービス事業所連絡会（①情報交換交流会、②研修検討会議） 

協議内容 ①日ごろの事業所の運営や支援について意見交換、②研修の企画、実施 

参加機関 市内放課後等デイサービス事業所 

開催時期 ①4/21、6/4、9月、11月、2月 

②4/15、6/6（研修会）、6/27、他調整中 

放課後等デイサービス事業所説明会 10月 

（２） 

会議の名称 児童発達支援事業所連絡会 

協議内容 日ごろの事業所の運営や支援について意見交換、事業所見学 

参加機関 市内児童発達支援事業所 

開催時期 調整中 

（３） 

会議の名称 医療的ケア児の会議（①医療的ケア児等支援推進協議会、②実務者会議） 

協議内容 ①医療的ケア児等コーディネーターの活動報告等、②テーマを検討中 

参加機関 【①協議会】滋賀県立総合病院、訪問看護ステーション、保健所、草津養護学

校、基幹相談支援センター、放課後等デイサービス、びわこ学園、滋賀県障害

者自立支援協議会、障害福祉課、発達支援センター等 

【②実務者会議】テーマに応じて機関に依頼 

開催時期 ①７月、１１月、②調整中 

（４） 

会議の名称 障害児相談支援事業所連絡会 

協議内容 障害のあるこどもの相談支援体制の現状や課題について協議 

参加機関 障害児相談支援事業所、基幹相談支援センター、発達支援センター 

開催時期 5/28、１０月 
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令和 7 年 3 月 10 日 

草津市長 橋川 渉 様 

 

         入浴機会の少ない方の支援に関する要望提言書 

 

重度心身障害児・者（医療的ケアを含む）入浴体制検討懇談会アンケートより 

 

重心児・者（医療的ケアを必要とする人を含む）入浴困難者の状況や現状の支援状況は別紙のとおりで

す。現状支援状況をご理解いただき、支援継続と状況改善のため下記のとおり提言をいたします。 

 

 

記 

 

 

1、 訪問看護ステーション看護師の確保と支援の充実をお願いします 

2、 居宅介護事業所ヘルパー確保をお願いします 

3、 訪問入浴サービス事業利用対象年齢制限の撤廃をお願いします。 

4、 訪問入浴サービス事業のサービス提供場所の拡大をお願いします。 

5、 生活介護事業所等での入浴設備活用推進をお願いします。 

6、 草津市障害者福祉センターデイサービス利用促進をお願いします。 

7、 自立支援協議会での制度充実に向けた検討の継続と意見交換の場づくりをお願いします。 

以上                                                

資料 １３ 
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令和 7 年３月 10 日 

草津市障害児（者）自立支援協議会  

重度心身障害児・者（医療的ケアを含む）入浴体制検討懇談会 

入浴の機会が少ない方の支援に関する提言（抜粋） 

Ⅰ．主旨 

  重症心身障害児・者の入浴には、家族やヘルパー等の支援と入浴椅子やリフト等の介護用品による

環境調整が必要である。さらに、呼吸器管理、吸引、てんかん発作時の対処等の医療的ケアを必要と

する場合は、看護師等の支援が必要となる。それらの条件が整わないため、本人や家族が望む頻度で

入浴ができない状況がある。そこでアンケート調査をもとに、関係者等による懇談会を経て、草津市

障害児（者）自立支援協議会として今後のより良い施策への提言としてまとめ草津市に報告する。 

Ⅱ．経過 

令和 4 年度に重度心身障害児・者の支援者懇談会を開催する中で、5 つの課題が見えた。 

その中で特に切実な意見があった「障害児・者の入浴機会の少なさ」の課題について、令和 5

年度も引き続き協議を深めることになった。  

令和 5 年度は 2 回の懇談会を経て、アンケート調査を実施し、令和６年度は１回懇談会を開催

した。 

Ⅲ．現状と課題 

１．草津市の主な入浴支援サービスの状況 

３． 既存の入浴支援の種類と課題 

  サービス 課題 

①  居宅での入浴支援

（身体介護・重度

訪問介護） 

・利用者の希望時間帯にヘルパーの確保が困難。 

・ヘルパーの 2 人確保が困難（提供できる事業者が少ない。複数事業

所での協力支援は責任など課題がある） 

・医療的処置の必要な場合、ヘルパー事業所と訪問看護ステーション

の個々の調整が必要。 

・子どもの入浴は親の役割という暗黙の了解を親や相談員が感じてい

るため、ヘルパー支援の利用に躊躇してしまう。 

②  草津市障害者訪問

入浴サービス事業 

・草津市の実施要綱で 18 歳以下の障害児は対象外。 

・回数の制限（草津市デイサービス事業を利用している場合は２週間

に１回、利用していない場合は１週間に１回が限度） 

・サービスを提供事業所は 2 事業所のみ。 

・家族の負担感がある。（自宅での準備、入浴時の同席、後始末） 

③ の 1 草津市障害者デイ

サービス（入浴サ

ービス） 

・草津市の単独事業。利用登録を行い入浴の回数はおおむね週 2 回が

限度。（浴槽は特殊浴槽でミスト浴） 

・就学時間帯と重なるため放課後や長期休暇（夏季休暇など）に集中

し、受け入れ枠が少なく、待機者がある。 

③ の２ 草津市障害者福祉

センターの入浴施

設の利用（一般入

浴） 

・デイサービス利用者以外の特殊浴槽（ミスト浴）の利用はできない。 

・浴槽は一般浴槽で、浴槽につかるための入浴のリフトがあるが、介助

者と同行しなければならない。 
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④ －1 生活介護事業所で

の入浴支援 

・生活介護事業所で入浴を提供できる事業所は限定されている。（湖南

圏域の中で８／36 事業所） 

・重心通所（生活介護）ピアーズは重心者の入浴施設がない。 

・職員の人員不足により体制が整わないため、回数制限がある。週 1 回

の利用がほとんど。（生活介護かなえは週 2 回提供） 

④ －２ 放課後等デイサー

ビス事業及び日中

一時支援事業の入

浴支援 

・入浴支援を実施している放課後等デイサービス事業所等はほぼない。 

  放課後等デイサービス事業所：ちょこらんど・青い鳥 

日中一時支援事業所：空・ライフケア向日葵 

・ほとんどの施設に浴室がない。報酬単価も低く、入浴を支援する職員

の確保も困難。医療的ケア児の対応は、看護師の確保が困難で対応不

可。 

⑤  （その他：医療） 

訪問看護による支

援 

・訪問看護師による支援で、医療的ケアの中で必要時入浴支援が行わ

れ、主に家族やヘルパーと一緒に支援する。 

Ⅳ．今後の方向性と対応策 

１．ニーズと課題から見える今後の方向性 

  重心児・者（医療的ケアを必要とする人を含む）の入浴困難者の状況は、年齢や体格、医療的ケア

の内容も多岐で、家庭の介護力も状況が異なるため、「このサービスがあればすべてが解決するといっ

た万能のサービス」はない。よって「複数の支援サービスの選択及び組み合わせできるよう整備」さ

れていなければならない。現在、上記の５つの支援サービスが存在するが、各サービスの継続と改善

が必要である。今後の取り組むべき対応の方向性は以下の５つと考える。 

⑴ 看護師の確保と支援の充実 

   医療的ケアの必要な方の入浴は、看護師による医療処置（呼吸器管理や吸引、気管切開部や胃ろうチ

ューブの管理、褥瘡の処置など）が必要である。家族は自宅において看護師に代わって医療処置を行う

こともあるが、入浴については安全確保や家族の不安の軽減のため、ヘルパーと共に複数の体制で行う

ことが多く、訪問看護ステーション等の看護師の確保が必要である。 

また、訪問入浴サービス事業は利用者の状況に合わせて看護師を加えて支援チームを編成すること

もできるが、この事業の看護師が行う医療的行為は健康管理の範囲にとどめている事業所が多く、個

別の医療処置への対応は限界がある。訪問入浴サービス事業に携わる看護師の行う医療的ケアが個々

の状況に対応できるよう協力要請と、医療的ケアの制限緩和に向けた国への働きかけが必要である。 

(2)医療的ケア児・者に対する訪問看護師の自宅外での支援の拡大                   

〇自宅では契約した訪問看護ステーションの看護師の協力を得て入浴をしている方が多いが、訪問看護

ステーションの看護師が自宅以外で支援する場合は制度として制限があり、生活介護等の事業所を活用

した入浴支援の提供においても看護師配置の体制を整える必要がある。訪問看護ステーションの看護師

が自宅以外の場所でケアができる制度の改善については国への働きかけが必要である。 

⑵ 送迎の確保 

訪問入浴サービスを利用したいが自宅に浴槽を持ち込む場所がない等の場合には、協力が得られる

通所先の福祉サービス事業所等に浴槽を持ちこんで入浴支援を受けることが草津市の要綱では可能で

ある。しかしながら、送迎の手段は別途検討が必要である。 
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⑶ 人材不足の現状打開と人材確保に向けた取り組み 

 入浴を提供している生活介護事業所等では、職員不足で体制が整わず、入浴支援を提供できない等

の現状があることが施設側の報告で分かった。福祉職場全体の課題でもあるが、いま存在する制度が

確実に稼働するための人材の確保に向けた対策が必要である。 

 

⑸ 生活介護事業所等の入浴設備の活用の推進 

   草津市内の事業所の中には、通所している利用者が帰宅した後の空き時間に入浴設備を利用者以外に

開放できる事業所が存在する。しかし、草津市では制度化されていないため、利用者の送迎、費用の分

担、責任の所在などのルール化を検討し新たなサービスが提供できることが望ましい。 

 

２．具体的対応策（既存の制度を活用した対策案） 

⑴訪問入浴サービス事業の年齢制限の拡大（１８歳以下の障害児にも適応）と利用者拡大                                     

〇現在の草津市障害者訪問入浴サービス事業実施要綱の利用対象年齢は、18 歳以下の障害児には利用がで

きない状態であるため、「年齢制限を撤廃して欲しい。」という保護者の意見がある。利用可能な年齢を

拡大するとともに、事業の周知不足や、使い勝手の悪さなどの検証をおこない、必要な人が利用しやすい

体制を整え、利用者の拡大を目指す。 

⑴ 自宅外での訪問入浴サービス事業の拡大                              

〇浴槽を広げるスペースがない等、住宅環境の都合により自宅以外の場所で訪問入浴サービス事業を

希望する重心児・者（医療的ケアの必要な方）を地域の生活介護事業所等においてそこでの利用拡

大を目指す。そのためには適切にマッチング（場所の提供が可能な事業所、訪問入浴サービス事業

所、利用者、送迎）が必要である。（過去にはピアーズの横の「みなも」での利用の例がある） 

・（3）居宅支援（ヘルパーによる支援）の充実                                  

〇18 歳以下の障害児の家庭での支援充実のため、身体介護・重度訪問介護等の障害福祉サービスを

必要に応じた支給決定を行うことにより、ヘルパーによる支援の拡充につながる。   

   （4） 草津市障害者デイサービスの利用促進                                                

      

 

    

 

 

 

 

 

草津市の単独事業で看護師の配置や送迎も行われているので、医療的ケアの必要な方の特殊浴槽

による入浴支援にも適切に対応が可能である。一方、18 歳以下の児童はデイサービスの開所時間が

通学と利用時間や日程が重なるため利用可能時間が限定され待機者が発生している。デイサービス

事業の人材不足による職員を補充し、職員体制を整え利用定員の拡大と事業の充実を図る。 

 

⑸ 既存の社会資源の活用に向けた情報共有と意見交換の場つくり 

今回の懇談会の中で既存の設備の有効利用に向けて、利用協力をして頂いた事業所があった。引き続

き自立支援協議会では制度充実に向けた検討と意見交換の場づくりを進める必要がある。 

⑵ 
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令和 7 年３月 10 日 

草津市長 橋川 渉 様 

児童相談支援にかかる要望書 

草津市障害児（者）自立支援協議会 

 

早春の候、ますます御健勝のこととお喜び申し上げます。平素は障害福祉にかかるサービ

スについて格別の御高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

早速ですが、令和 6 年度草津市障害児（者）自立支援協議会における相談支援部会（障害

児相談支援事業所連絡会）において、特に児童相談支援にかかる課題から次のように御対応

を願いたいので、要望致します。 

尚、令和 7 年 3 月末日を期限に御回答を頂きますようよろしくお願い致します。 

 

１、 計画相談申請にかかる窓口を障害児・障害者を一本化して下さい。 

  障害児の支援において、学齢期から成人期へ継続した支援を行う中で、18 歳を超えた 

段階で、発達支援センターから障害福祉課に窓口が変更されることにより、支援の継続が上手く進まない

ことが多いです。また、学齢期で児童の福祉サービスと障害者のサービスを併用される場合に、サービ

スの申請窓口が発達支援センターと障害福祉課の 2 箇所に同様の申請書を提出する必要があり、事務作

業においても、非常に手間を取られます。これらを改善するためにも、窓口の一本化をお願い致します。 

 

２、 発達支援センターのスーパーバイズ機能の充実を図って下さい。 

  児童の計画相談支援等実施する中で、児童の特性等から特に保護者との関りが重要となり、支援につ

まずいてしまう場面が非常に多いです。そのような時には、発達支援センターの、心理などの専門職に

アドバイスをもらいながら、計画を進めたいところでありますが、専門職の派遣や相談時間確保が十分

ではありません。 

  発達支援センターは、スーパーバイズ機能と計画相談機能とを明確に分けた運営と、それぞれ十分な

時間を確保できるよう人員配置の見直しを行って下さい。 

 

３、 相談支援員の増員をして下さい。 

  障害児の計画相談支援においては、セルフ率がいまだ高く、半数近くに及んでいます。草津市内のご

家族、障害児が安心して生活ができる様に、専門職による支援計画の提供がなされることが求められま

す。 

  実現のために、市内の相談支援事業所や発達支援センターに障害児にかかる相談員の増員がなされる

ように取り組んで下さい。 

以上 

 

  

 

資料 １５ 
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。 

 

 

資料 １６ 
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草津市障害児（者）自立支援協議会の「児童相談支援にかかる要望書」への回答 

 

１ 計画相談申請にかかる窓口を障害児・障害者を一本化して下さい。 

 障害福祉サービスの利用者で障害のあるこどもから、１８歳以上の障害者へ移行するケースにつき

ましては、高校３年生の移行支援会議において学校、保護者、卒業後に通所するサービス提供事業所

とともに、障害児相談支援事業所と卒業後、相談支援を担当する特定相談支援事業所が出席して支援

情報を共有し、学校卒業後も適切に支援が継続されるよう取り組んでいるところです。今後も、支援

の継続が上手く進まないことの事例がございましたら、要因を分析したうえで関係者との情報共有や

引継ぎ等の連携の改善に努めてまいります。 

また、サービスの申請窓口が発達支援センターと障害福祉課の２箇所となっていることにつきまし

ては、相談支援事業所の負担を軽減するために、事務の簡素化や手順の見直し等の対応について検討

してまいります。 

 

２ 発達支援センターのスーパーバイズ機能の充実を図って下さい。 

 障害のあるこどもの障害特性やサービスの利用ニーズは多様化しており、保護者対応を含め、困難

ケースについても民間の障害児相談支援事業所に支援していただいております。障害児相談支援事業

所からの相談においては、その都度対応しているところではありますが、今後も個別ケースへの支援

や、障害児相談支援事業所連絡会を通して相談支援にかかる課題を協議する等の取組を進めてまいり

ます。 

 

３ 相談支援員の増員をして下さい。 

 障害児通所支援等の福祉サービスの利用者は増加しており、サービスを利用するための障害児支援

利用計画の作成やサービス提供事業所との調整等を担う相談員の確保が重要であると認識しており

ます。市内の民間の障害児相談支援事業所につきましては、草津市指定特定相談支援等体制強化費補

助金を活用しながら事業所の体制強化につなげてまいります。また、発達支援センターにおける相談

業務の充実のため、人員体制についても必要に応じて見直してまいります。 
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令和７年度 草津市障害児(者)自立支援協議会 定例会等日程  

自立支援協議会（全体会議・定例会議・研修会）       

（場所）草津市役所 9：30～11：30   ２階特大会議室（ステージ側）は毎回机椅子会場設営必要 

回 日程 場所 種別 内容（テーマ） 

９９ ５月１４日（水） 
２階特大会議室ステージ側 

全体会議 前年度の報告、今年度の取り組み報告 

１００ ７月１８日（金） ８階大会議室 定例会議 前半 活動報告 後半 トピックス 

１０１ ９月１９日（金） ８階大会議室 定例会議 前半 活動報告 後半 トピックス 

１０２ １１月１４日（金） ８階大会議室 定例会議 前半 活動報告 後半 トピックス 

１０３ 
R８年 

１月２９日（木） 

２階特大会議室ステージ側 
研修会 研修会（報告等なし） 

１０４ ３月１９日（木） 
２階特大会議室ステージ側 

定例会議 前半 活動報告 後半 トピック 

 

R７年度 草津市障害児（者）自立支援協議会 運営会議日程  
場所 ・・・・草津市立障害者福祉センター（渋川福複センター2階） 

対象 ・・・・運営委員 

回数 日時    備考 

１ 4月１４日（月） 協議の内容： 

⑴ 定例会議の内容の検討 

⑵ 協議会の課題の検討 

⑶ 専門部会等の報告と共有 

⑷ 圏域や県の自立支援協議会の連携 

●定例会議1か月前に案内 

●1週間前に構成機関に資料送付 

●資料は各自印刷して持参の協力要請 

２ 6月 12日（木） 

３ 8月 7日（木） 

４ 10月 2日（木） 

５ 12月 4日（木） 

６ R８年 2月 5日（木） 

 

R７年度 相談支援部会日程 

●場所 ・・・・・・・草津市立障害者福祉センター（渋川福複センター2階） 

●対象 ・・・・・・・市内相談支援事業所（委託を含む）  

回数 日時（案） 内容 備考 

１ 4 月 1６日（水） 第 3水曜日               

・情報共有・社会資源の共有 

・事例検討から学ぶ 

 より良いサービス利用計画、

モニタリングの書き方、支援

の進め方等 

★令和 7年度 

部会長： おひさまはうす 中村さん 

副部会長 はたらこっと 石本さん 
２ 6 月 1８日（水） 第 3水曜日 

３ 8 月 2０日（水）  第３水曜日 

４ 10 月１５日（水） 第3水曜日 

５ 12 月１７日（水） 第3水曜日 

６ R８年 

2 月１８日（水） 第 3水曜日 

 

資料 １７ 
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